防災・減災のために　福岡市手をつなぐ育成会保護者会　会長　下山　いわ子
3月20日は福岡市の市民防災の日でした。平成17年3月20日に発生した福岡県西方沖地震の経験を風化させないために定められています。あの日の揺れを覚えている方も多いのではないでしょうか。災害はいつ起こるかわかりません。防災・減災のために日頃からの備えをしておきましょう！
今回は、福祉避難所を中心にお伝えします。
福祉避難所って？
福祉避難所とは、一時避避難場所で生活できない人が、二次的に避難するという位置づけです。
先ずは、一時避難所に避難します。それから、一時避難所での避難生活が難しく、福祉避難所が適当と判断されてから、福祉避難所に移ることになります。
一時避難所からの移動は
１．医療的ケアが必要だが医療器具がない場合は、病院へ移動
２．福祉避難所が適当と判断された場合は、福祉避難所へ移動
３．一時避難所で個室へ移動
その他は健常者と一緒に一時避難所
一時避難所には、責任をもって判断する人が必ずいるの？
一時避難所には行政職員がいますが、専門職員ばかりではありません。しかし、そこで暮らせるかどうかのトリアージシート（優先度を決めるルール）があるので、ある程度、マニュアルでだれでも采配できることになっています。
まずは、病院か福祉避難所か、などを振り分けます。救助班といって保健福祉局の高齢者部、障がい者部とか子ども未来局だとかと連携をとって本庁から福祉避難所開設要求を出します。開設要求をだす時には、施設側と福祉避難所が必要な人の情報をやり取りします。
ここで、災害時要支援者名簿や個別避難計画が役に立ちます。
家から直接福祉避難所に行けないの？
直接は行けません。また、福祉避難所は、必要に応じて開設し、また協定を結んでいる施設が開設できる状態かわかりませんので事前には周知されていません。
どうして事前に福祉避難所を教えてもらえないの？
熊本の震災では、施設が壊れたり、職員も被災したため、福祉避難所開設が10％未満。ほとんど開かれなかったのです。さらに開設できないにもかかわらず、健常者も福祉事業所に殺到してしまい、福祉避難所の役割を果たせなかったそうです。
よって、現時点では福岡市では福祉避難所は、被災者の必要に応じて開設することとし、事前には周知していないのです。
福祉避難所の事情　　　
熊本地震を踏まえて福岡市にも福岡市地域防災計画があります。その中に震災、風水害、原水力といろんな防災計画があり、福祉避難所や要支援者対策や個別避難計画、等が入っています。
福祉避難所の要件等
福祉避難所として市と協定を結び指定された福祉事業所は、通常の利用者にプラスアルファで受け入れることになります。受け入れるための条件があり、バリアフリーであるとか、施設自体が土砂災害警戒区域に入っていないか、なるべく避けて協定を結ぶようになっています。古い建物も震災の時には危険で協定が結べません。そして施設は、施設でどれくらい受け入れられる機能があるのか（毛布が何枚、人の配置等）を試算しなければならなりません。こういった様々な条件があり、指定されるにも大変です。
福岡市では、福祉避難所の受け入れ可能な人数は500人切っています。一方、手帳を持っている人だけで7万人くらいはいます。福祉避難所に直接みんなが行けるとは考えられません。
そこで、障がい者、高齢者に限らず、ホテルとの協定等、個室の必要人たちの受入体制を会議で話し合われています。
福岡市防災会議防災会議の中に毎年の見直しが入っています。企業や学識メンバーが集まって検討し、決定事項を市へ諮問（報告）しています。
福祉避難室
大規模災害だと福祉避難所が機能しないことが熊本の震災で証明されています。
2～3日目からは、いろんな協定があり、社会福祉協議会や自治体間で、被災していないところから人も物資も届くようになります。
その何日間が、支援者側も被災しているので支援場所までたどりつけずにマンパワーが圧倒的に足りずに
機能しないことが分かっています。よって一時避難所で生活するか、車中泊というのが余儀なくされることが想定されます。
そこで、大規模災害が発生した場合、一時避難所の機能を、障がいのある人も受け入れられるようにしてもらわないといけません。体育館等を健常な人が使用し、個室を必要な人が使用できるようにしたり、体育館を間仕切りしたりして、できるだけ生活しやすいように取組みが進んでいます。また公民館やできれば学校等を避難所として要援護者の人を優先する仕組みを作っているところのようです。
局地的災害の時
ここで、局地的な災害と大規模災害は切り分けて考える必要があります。局地的な災害時は、通常契約をしている事業所へはいけないこともありますが、被災していない施設への短期入所等が可能なので、大規模災害と切り分けて考えます。
局地的災害の場合は、福祉避難所ではなく、災害の状況などを自治体が判断し、行先を措置をするようになっています。そのために災害時は、契約等は利用者が困らないように柔軟に対応するようになっています。
個別避難計画
情報を提供する際に、知的障がいや発達障がいの本人で、自分のことを説明できない場合でも個別避難計画で一緒に避難する人や緊急連絡先がわかるようになっています。
個別避難計画には、避難の留意事項、避難用低場所、家族構成、緊急連絡先、等が記入されています。
個別避難計画は、自治協議会や地域の自治防災組織、民生員・児童委員等と連携をとって作り上げることになっています。自治組織が場所によってうまくいっているところとうまくいっていないところがあったり、マンションで地域とつながりがないとか、障がいのある方の情報がない（障がい者について表に出していない）、個人情報遵守等でいろいろなところが引っかかって、作成が進んでいない地域もあるようです。
行政主導の自治組織ではなく、自分たちで自分事として取り組む自治組織の意向を尊重されており、強制的に作成するようには難しく、できているところとできていないところがあることによって、非常に不安があります。
個別避難計画がどうなっているか確認しましょう。
個別避難計画が進まなくて大丈夫なの？
個別避難計画が進まないのは、当事者が情報を提出していない、あるいは避難行動要支援者名簿の申請や個別避難計画を知らない、個人情報であることから自治組織で共有できていない場合等あります。
大規模災害の時は、市に問い合わせても市の職員も被災していたり、対応に追われているので、個別避難計画に、緊急時の連絡先を3か所確保するとか移送をお願いできる人を何人かお願いしておく、など、平時から複数準備しておくなど、私たちで行っておく必要があります。行政だけでなく、地域、民間、知り合い等と一緒にやっていかないと災害時は難しいのです。
今までの災害でも在宅で孤立している人と連絡をとることが難しく、情報を得ることも難しかったです。
保健福祉介護課には、福祉サービスの支給決定を受けていればどこに通っているか等がわかりますが、全くどこともつながっていなくて何の情報もないとどうしようもないのです。
災害時要支援者名簿に登録しましょう。
外出先で災害にあった場合、119番しても伝わらないことが予想され、とにかく連絡先を確保しておくことが大切です。
家族、施設、民生員、社会福祉協議会、当会のような組織等、いくつもネットワークを作っておくことです。複数の連絡先を作って、どこかと連絡がつくようにしておくのです。
個人情報保護法はネットワークが作れなくなっている面があります。自分から伝えましょう。最終的には本人が助かります。
[bookmark: _GoBack]療育手帳を本人が持っていることも助けになります。
そして最初の1日2日にどうしても食料が届かない、人が足りない時にどう過ごすのかを準備しましょう。2～3日間の備蓄をしていると良いです。
私たちが可能な範囲で自治体に参加して、自分の暮らしている地域の状況を知り、自分たちのことも知ってもらう努力も必要だと思います。
知的障がいのある人のことを知っている私たちは、支援者にもなりうると思います。
そうして障がい者が暮らしやすい社会をみんなで考えていきましょう。そうすればみんなが暮らしやすい社会になるのではないでしょうか。
防災、減災を自分事として考えましょう。

手をつなぐ応援隊
知的障がいや発達障がいの擬似体験をとおして、障がい理解の啓発活動を行っています。
みなさんの地域でも呼んでください。問い合わせは、福岡市手をつなぐ育成会保護者会



いつものように、1行目を題にしてください。育成会保護者会の連絡先を載せてください。

